
 

1. 背景と目的 

 沿岸域の生態系の構造や機能，そしてその利用

形態が異なれば，適した生態系の保全方策は異な

る 1)。以下本稿では，各沿岸域の「生態系の構造

と機能」および「生態系サービスの利用形態」の

組み合わせを「地域特性」と定義する。沿岸域生

態系の構造と機能においては，まず物理・環境条

件の相違があり，さらにそれらを基盤としている

種の多様性や，その相互作用も異なるであろう。

また，利用形態の相違の背景には，地勢的条件の

他，地域の歴史や文化，産業構造の相違などが要

                                                   
1 本稿では，ミレニアム生態系評価で使用された次の 4 つの生態系サービス 3）を用いて考察を行った。1．供給サービ

ス（食料の提供など），2．調整サービス（気候調整など），3．文化サービス（レクリエーションなど），4．基盤サービ

ス（栄養循環・土壌形成など） 

因として挙げられる。このような地域特性の違い

によって，沿岸域の保全・管理活動の目的や方策

も異なると考えられる。 
 前稿 2)では，北海道・能取湖と瀬戸内海・大崎

上島の 2地域を対象地域とし，藻場周辺域の生態

系サービスを利用する利害関係者（Stakeholder：

SH）の選定とその利害構造の地域比較を行った。

両地域で SH 分析の手法に基づくヒアリング調査

を行い，調査結果を用いた利害構造の地域比較を

行った。その結果，生態系サービス1の利用形態に

は地域差が存在し，また地域の管理体制の強度に
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応じて SH 間の競合状態も異なることを明らかと

した。さらに 2地域における保全・管理政策上の

論点を明らかにした。 

 この成果を踏まえ，本稿はさらに 2地域を含め

た日本の 4地域を対象とし，沿岸域を利用する SH

の利害構造の地域比較を行い，地域特性に応じた

管理方策を考察する。本稿で新たに調査対象とし

た 2地域は，東京湾・横浜市の沿岸域（金沢八景）

および沖縄県・石垣市の沿岸域である。この 2地

域においても，前稿と同様，SH 分析の手法を用い

て利害構造の把握を行った。なお，沿岸の生態系

は，大きく藻場生態系，干潟生態系，サンゴ礁生

態系などに分類される 3)。本稿では，このうち，

主に藻場生態系に着目した分析を行った（石垣に

ついてのみ一部サンゴ礁も考察）。 

 日本列島は南北に長く，最北端の緯度は 45°

（択捉島），最南端の緯度は 20°（沖ノ鳥島）で

あるとされる 4)。また日本の沿岸域は亜寒帯から

熱帯まで多様な生態系を有しており，人々は多様

な生態系サービスを長年にわたり享受してきた 5)。

本稿で扱う 4地域は，それぞれ亜寒帯・温帯・熱

帯生態系に属しており，大都市から過疎化・高齢

化地域まで，そして製造工業（特に重工業）の発

達した内湾から，海洋レクリエーションの発展し

た離島まで，多様な地勢的条件と社会経済的条件

をカバーするように設定した。本研究では，こう

した地域特性の差異に伴う利害構造の差異と，そ

れに応じた各地域の藻場周辺域における，「環境の

保全を図りつつ持続的な開発及び利用」6)（海洋基

本法）につながる保全・管理の方向性を考察する。

その後，地域比較の結果から検討した一般性につ

いても簡単に論述を行う。 
 

2. 対象と手法 

2.1 地域特性の概要 

 北海道・能取湖は北緯 44°に位置する，オホー

ツク海に面した亜寒帯生態系である。藻場周辺域

ではカゴ漁業やホタテガイ養殖業などが営まれて

いる。また周辺では，釣りや潮干狩りなどの海洋

レクリエーション（海レク）や，野鳥・植物観察，

サイクリングなどのレクリエーションが行われる

7)。夏季の海水浴は行われない。また背後の陸地で

は大規模な農業が営まれている。 

 東京湾・横浜市（金沢八景）は北緯 35°の本州

中緯度に位置する，大都市である（温帯生態系）。

沿岸域は大規模に埋め立てが行われ，藻場や干潟

の面積は大幅に縮小してきた 8)。近年，藻場保全

を目的に組成された NPO を中心とし，藻場や干潟

の再生・保全活動が盛んである 9)。沿岸域には漁

業集落が立地し，湾内での沿岸漁業を中心に漁業

や養殖業も営まれている。また主に「海の公園」

の人工海浜を利用した海水浴や潮干狩り，釣り，

ウインドサーフィンなどの海レクが盛んである。 

 瀬戸内海・大崎上島周辺海域は北緯 34°に位置

する，瀬戸内海の温帯生態系である 2）。過疎化・

高齢化が進む地方であり，藻場周辺域では，刺網

漁業や養殖業が営まれている。また陸地では山の

斜面を利用した柑橘類の栽培が農業の主体である。

夏季には海水浴が行われ，その他にも潮干狩りや

シーカヤックなどの海レク，磯の自然観察会など

の利用形態がある 10)。 

 沖縄県・石垣は北緯 24°に位置する，琉球諸島

南方の離島である。熱帯生態系としてのサンゴ礁

域では，多様な魚種を対象とした漁業や養殖業が

行われ，また観光客が中心となった多様な海レク

が行われている 11)・12)。近年，サンゴ礁の面積は減

少傾向にあると言われており（後述），「石西礁湖

自然再生協議会」を中心に，その再生・保全活動

が活発化している。 

 なお石垣の沿岸域では，藻場生態系とサンゴ礁

生態系の機能的つながりが強く，たとえば他の 3

地域における藻場の「海のゆりかご」13)としての

−18−
沿岸域学会誌/第30巻  第3号 2017. 12

但馬・牧野：



 

機能は，藻場域とサンゴ礁域が一体となって担っ

ているとされる 。よって石垣においては，藻場

域とサンゴ礁域を併せて分析対象とした。 

 

2.2 Stakeholder（SH）分析 

 SH 分析は，利害関係者の特定や利害関係の構造

把握を行う目的で提唱された分析手法である。そ

の手法が提唱されて以降，経営学 14)や環境政策 15)

などの研究分野で，利害対立の解消や効果的な改

善方策の立案に用いられてきた。なお分析手法の

詳細は，前稿 2)を参照されたい。 

 SH 分析の一般的な手順は，「（1）SH の洗い出し」，

「（2）SH を対象とするヒアリング調査の実施」，

「（3）利害構造の可視化」という 3プロセスを経

て行う。本研究では 4地域において，（1）につい

ては，各地の沿岸生態系を専門とする生態学者へ

のヒアリングを行い，沿岸域が有する生態系機能

とサービスの整理を行った。その後，生態学者お

よび現場の実態をよく知る関係者らとのブレイン

                                                   
2 ヒアリング調査の対象者からさらに別の対象者を指名・紹介してもらう方法。「雪だるま式標本法」とも。本研究では，例えば横浜では神奈川県職員か

ら旧知の NPO 理事の紹介を受け，石垣ではダイビング協会から積極的に環境活動に取り組む複数のダイビングショップ店長の紹介を受けるなどをした。 

ストーミングにより，各生態系サービスに対応す

る SH の洗い出しを行った。（2）は，各 SH の関心

事項や，SH 間の利害関係を把握していく作業であ

る。（1）の作業で想定した SH に対しヒアリング調

査を実施した。また，「スノーボールサンプリング」

2を実施し 16)，（1）の作業で想定されていなかった

SH の探索と追加ヒアリングを行った。（3）は，ヒ

アリング調査の結果を表や図の形式にまとめ，利

害構造を整理する作業である。本研究では，前稿

と同じく SH テーブルを作成するとともに，Bryson 

(2004) が 提 案 す る Stakeholder-issue 

relationship map17)を参考に，SH間の利害構造を

ポンチ絵により可視化することを試みた（図１）。 

 現場ヒアリング調査は，能取湖および大崎上島

では 2013 年 7～8 月，横浜（金沢八景）は 2013 年

10～11 月・2015 年 4 月，また石垣は 2013 年 11

月・2014 年 12月・2015 年 3 月の期間に行った。

ヒアリングでは，図 1 を対象者に提示しながら，

以下の質問項目を聞き取った。なお，図 1は,文献

 
SH

海洋保全、教育、文化、観光 関係者
海洋環境の保全を目的とした組織
海洋保護団体・自然保護団体
海洋・環境に関する研究・教育機関
娯楽サービスの提供に関わる団体、事業者
趣味や余暇としての海洋利用者

水産業 関係者
漁業に関係する行政組織
漁業関連団体、事業者

（漁業者，漁協）
加工・流通組織、事業者

海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ・海洋資源 関係者
関係する行政組織
海洋エネルギー関係組織、事業者
海洋資源採掘に関係する事業者
製塩業者

工業、土建業、海運業 関係者
港湾整備、海運に関係する行政
沿岸の重工業関連企業
沿岸域の土木建設業関係者
海運関係
港湾施設整備の関係者

海域、安全 関係者
海上保安庁
海上自衛隊
海面利用調整組織
警察、消防
保険業の関係事業者
医療・福祉関係

陸上環境 関係者
環境に関係する行政
農業に関係する行政
自治組織、地元住民
観光、商工業関係団体
農業・林業関係団体

利
用
の
内
容

産業用地
利用

生活利用・
文化的利用

環境学習・研究
保全・再生活動

観光・レジャー
利用

水産資源利用
（漁業、遊漁業）

航路利用
（海運業など）

産卵場景観場 餌場

人々の

経済活動・
生活の場

海底資源

海洋エネ
ルギー

植物
プランクトン

動物
プランクトン

小型甲殻類
・貝類

海洋開発・
ｴﾈﾙｷﾞｰ利用

島そのもの
（隆起サンゴ）

海域の
静穏化

棲み場

海洋開発
（施設整備、航路浚渫、

資源採掘など）

景観場動植物の
育成場

魚介類の
育成場

適切な
海水流動

日光、水温沿岸域

陸域 外洋域

鑑賞動物の
棲み場

（マンタ・カメ等）

栄養塩

動植物の
育成場

褐虫藻
（共生）

土地開発・
改良

排水

赤土流出

潮間帯

魚介類の
育成場

（食用、観賞用）

生態系の機能
過度に増加すると悪影響を与える要素
食物網

基

調

供

文 文 文

供

供

調基

調

生態系サービス

供

文調

基

調整

基盤 供給

文化

オニヒトデ

文

海水
透明度

藻場

藻場

流れ藻

葉上
付着藻類造礁サンゴ

栄養塩

海面
提供

葉上
付着藻類

図 1 沿岸域における藻場生態系（一部サンゴ礁含む）の機能・サービスと SH による利用の関係 
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調査 13)･18)-20)および生態学者へのヒアリング調査3

を行った結果，本研究が調査対象とした沿岸域各

海域における生態系の機能と生態系サービスの関

係を整理した図でもある。 

 

＜質問項目＞ ①活動に利用する主な機能や関

心のある機能，②沿岸域の状態や劣化した際の経

済的な影響と懸念，③沿岸域に対して行っている

保全活動，④活動を阻害する他 SH の活動や行動

（利害対立），⑤当初に想定した以外の機能や活

動者 
 
3. 結果 

 以下，各海域における地域特性の内容をまとめ

る。なお，以下，特記しない限り「サービス」を

「S」と略称する。 

 

                                                   
3 ヒアリング対象者（専門）：小路淳（広島大学：海洋生態学），千葉晋（東京農業大学：進化生態学，水産科学），堀正

和（水産研究・教育機構：海洋生態学），名波敦（水産研究・教育機構：魚類生態学） 
質問内容：1．藻場・サンゴ礁周辺域における生態系の機能の作用と連関構造の確認，2．ヒアリングすべき SH と実態

の確認 

（１）北海道 能取湖 

 能取湖では，藻場・干潟の水産資源供給 S（漁

業，遊漁）と干潟の文化 S（観光，景観鑑賞）を利

用する，7 グループに属する 19 の SH が特定でき

た。特に資源供給サービスに依存する SH（漁協や

漁業者）の利害が中心となっていることがわかっ

た。漁業関係者ではない一般地域住民（潮干狩り

参加者）からは，「良くも悪くも漁協・漁業者が海

を独占している」という声が聞かれた（詳細は前

稿を参照されたい）。 

 

（２）東京湾・横浜（金沢八景） 

 表 1は，ヒアリング調査に基づいて作成した東

京湾の SH テーブルである。横浜（金沢八景）では，

藻自体の供給 S（採草，神事利用），藻場・干潟の

水産資源供給 S（遊漁），文化 S（環境保全，マリ 

 

◎　直接利用 色塗り箇所　機能向上を目的とする活動・影響
◯　間接利用 生態系S・・・生態系サービス
×　悪影響を与えている。

△　他SHから悪影響を与えているという疑念を持たれている。

化学的機能
（水質浄化等）

物理的機能
（底質の安定等）

SH （グループ） 　　　　　　SH（個人）、生態系Sの利用 文化S 供給S 供給S 文化S 文化S

全8グループ 全44のSH 7のSH 0のSH 18のSH 14のSH 4のSH 4のSH 11のSH 14のSH 23のSH

漁協自体 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ノリ養殖漁業（金沢支所） ◎× ◎×
遊漁船業 ◎
採介藻漁業 ◎
その他漁業 ◯ ◎

ノリ養殖漁業 ◎× ◎×
海の家経営 ◎ ◎ ◎

採介藻漁業 ◎
その他漁業 ◯ ◎

農業協同組合 漁業との兼業農家 ◯

よこはま水辺環境研究会
建設会社 ◎
大企業（CSR） ◯
磯環会 ◎

ボードセイリング（ウィンドサーフィン）業者
△×

ボードに藻が絡まる
東京湾アマモ場再生会議 ◎ ◎
　　　海をつくる会 ◎ ◎
　　　NPO海辺つくり研究会 ◎ ◎
神社（瀬戸神社・富岡八幡宮） ◎ ◎
横浜の海の和船を蘇らせる会 ◎ ◎
都市型干潟の楽しい使い方研究チーム ◎ ◎ ◎
NPOブルーライフ ◎ ◎ ◎
お台場環境教育推進協議会 ◎
金沢野鳥クラブ ◎
公益財団法人・緑の協会 ◎ ◎ ◎ ◎
観光協会，商工会
よこすか海の市民会議 ◎ ◎ ◎

釣り人・PB利用者 ◎
海水浴客 ◎
潮干狩り参加者 ◎
観光客、サイクリング、野鳥観察 ◎
アマモンクラブ参加者 ◎ ◎ ◎
海つくり体験参加者 ◎ ◎ ◎
市民農園（柴シーサイドファーム）利用者 ◯
ボードセイリング（ウィンドサーフィン）利用者
密漁者 × × ×

ゴミ投棄者 × × ×
国、県、市 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
研究機関 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
教育機関 ◯ ◯ ◯
公益財団法人・緑の協会 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
公益財団法人，一般財団法人 ◯
東京湾再生官民推進会議 ◎
東京湾再生官民連携フォーラム、
東京湾UMIプロジェクト

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

藻場・干潟が持つ機能

基盤S、調整S

横須賀市東部
漁業協同組合

横浜市漁業協同組合

◎

藻自体の利用
（供給サービス）

藻場域における利用
（文化サービス、供給サービス、基盤・調整サービス）

隣接する干潟域における利用
（供給サービス、文化サービス）

環境を保全する機能
水産資源
の利用

観光資源
としての利用

採草対象として 流れ藻・寄り藻
観光資源

としての利用
水産資源
の利用

供給S

藻場・干潟の
環境学習・再生活動の場

としての利用
（文化サービス）

企業・業者

NGO団体、地域団体

住民（域内外）

その他

行政・公共団体

備考：ヒアリング対象者（メイン）と調査日　：神奈川県職員（1名）（2013年10月、2015年4月），東京湾再生官民連携フォーラム（2013年10月），漁業者（6名）・漁協元組合長（1名），東京湾アマモ場再生会議（2名）（以上2013年11月），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　NPO海辺つくり研究会理事（1名），同NPO・元会長，大企業職員・磯環会参加者（6名）（以上2013年12月）

表 1 SHテーブル結果（東京湾・横浜（金沢八景）） 
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ンレジャーなど）を利用する，8 グループに属す

る 44 の SH が特定できた。沿岸域はほぼすべてが

埋め立てられ，藻場域の面積も大きく減少し，沿

岸生態系の大規模な変化を経験している。しかし

ながら近年，再生活動が盛んになり，藻場面積は

回復傾向にあり，環境学習の場としても利用され

ている。また金沢区の富岡八幡宮では，2011年に

80 年ぶりに伝統神事「無垢塩祓ひ」が開催され，

自生のアマモが神事に使用された 21)。 

 当地域における藻場周辺の再生活動は，地域住

民が主体の NPO が中心に行われている。NPO の目

的は藻場の保全・再生活動だけでなく，東京湾で

漁獲された水産物を利用する「江戸前文化」の振

興でもある 22)。NPO は，表１で整理した多様な諸

機能を利用する SH がメンバーとなって構成され

ているが，近年は参画メンバーが増加し，また大

企業や行政の支援も受け積極的な活動を展開して

いる。漁協・漁業者は，かつては藻場内でのカゴ

漁業等を営んでいたが，沿岸域が埋め立てられた

際に漁業権を放棄した。そのため現在は藻場域で

の漁業は行っていないものの，NPO メンバーの一

員として藻場域の保全/管理に参画している。しか

し NPO へのヒアリングでは，他メンバーの藻場再

生に対する関心の高さに比べて，漁業者の関心が

低いこと（あるいは主な関心が藻場の再生自体で

はなく，その後に期待される水産資源の増加にあ

ること）が指摘された。また後背部の都市部住民

による，再生活動への無関心が懸念された。特に

若年齢層にその傾向は顕著であり，その背景には，

藻場が減少する前の，過去の姿を知っているか否

かが大きいことが指摘された。 
 

（３）瀬戸内海 大崎上島 

 大崎上島では，藻自体の供給 S（採草，寄り藻

                                                   
4 1994 年 7 月，水産庁長官から都道府県知事宛に「海面利用協議会等の設置について」という通知が出された。協議会設置の目的

は，「各地域の実情に即しつつ，漁業と海洋レクリエーションとの海面の利用に関する事項の調整・解決」を図ることである。 

利用），藻場・干潟の水産資源供給 S（漁業，遊漁），

文化 S（マリンレジャー，環境学習など）を利用

する，8グループに属する32の SHが特定できた。

当地域の特徴は，アマモの採草利用 23)，流れ藻の

利用があり，海水浴など「海に親しむ文化」が浸

透していることである。しかし調査では多くの SH

から，過疎化に伴う文化の衰退が懸念されていた

（詳細は前稿を参照されたい）。 

 

（４）沖縄県・石垣市 

 表 2は，2013～2015 年のヒアリング調査から特

定された石垣のSHを整理したSHテーブルである。 

 石垣では，漁業者，遊漁者，「おかずとり」24)（地

域住民による沿岸域の資源採捕）といった伝統的

な水産資源供給 S利用者が存在する。また，サン

ゴ自体の採捕もみられた（ただし造礁サンゴの採

捕は沖縄県の許可が必要である）。さらに比較的近

年になって環境保全や海レクに関わる文化 S利用

者が増加しており，調査では，8 グループに属す

る 46 の SH が特定できた。特定できた SH数は 4地

域の中で最も多かった。 
 石垣では，2013 年に新石垣島空港が開港して以

降，観光客数は 100万人を超え，移住者も増加傾

向にある。近年サンゴ礁の被度面積は減少傾向に

あると言われており（2015年時点），2006年には，

政府主導による SH 連携型の保全組織が組成され

ている（石西礁湖自然再生協議会）。この組織は，

表 2 に示した多くの SH がメンバーであり，各メ

ンバーにより保全活動や環境学習が盛んに行われ

ている。また白保集落の保全活動は著名であり，

集落内の多様な SH が連携して環境保全活動，海

面利用ルールの策定，地域振興活動などが行われ

てきている 25)。 

 また県の水産課によって「海面利用協議会4」が
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定期的に開催され，漁業者・漁協，ダイビング協

会，航路利用関係者などの参加者により適正な海

面利用を協議している。石垣では，海洋利用に関

わる SH が多く，その利害調整の機会が設けられ

ることが特に重要であることが示唆される。 

 石垣では，各 SH から多様な内容の懸念や関心

が示された。多くの SH から，陸域からの赤土流入

によるサンゴ礁への悪影響を懸念する声が聞かれ

た。また漁業者からは，近年の新航路浚渫に対し

て，「好漁場が破壊されていると感じる。好漁場に

配慮した航路浚渫は不可能だろうか」という意見

が示された。別の漁業者からは，「近年特に，環境

や観光面に力点が置かれていると感じる。漁業も

重要な活動である。」という意見もあった。またダ

イビング協会からは，「保全組織は，多様な意見を

持った多くの SH が参加しており，参加者の数も

多い。この組織の規模では議論が散漫になりがち

で，保全の方向性を決定することが難しいのでは

ないか。」という意見も示された。また行政者への

ヒアリングでは，「沖縄では昔から他地域に比べて

も沿岸域の共有意識が強い。そのため漁協，ダイ

ビング協会ともに，新規参入者の制限は緩い。海

の過剰利用につながる可能性がある。」という意見

もあった。 

 2016 年，石垣周辺の浅海域（石西礁湖）では，

高海水温を主な理由とした大規模なサンゴ死滅・

白化が起こった 26)。本研究の調査は，主に 2013～

2015 年に行っており，その時点での調査結果であ

ることに留意されたい。ただし，2016 年 12 月に

は，漁業者（漁協理事）に，「2016年の大規模な死

滅・白化現象に対する意見」を問うヒアリングを

行った。その意見は，「夏季の台風の進路が年々変

化してきており，2016 年はその直撃がほぼゼロに

近く，台風により海中が撹拌され，水温が低くな

ることがなかったのだろう」とのことであった。 

 

（５）利害構造の地域比較 

 SH テーブル（表 1，表 2）を縦向きに見ること 

 

◎　直接利用 色塗り箇所　機能向上を目的とする活動・影響
◯　間接利用 生態系S・・・生態系サービス
×　悪影響を与えている。

△　他SHから悪影響を与えているという疑念を持たれている。

化学的機能
（水質浄化等）

物理的機能
（底質の安定等）

SH （グループ） 　　　　　　SH（個人）、生態系Sの利用 文化S 供給S 供給S 文化S 文化S

全8グループ 全46のSH 4のSH 5のSH 24のSH 27のSH 10のSH 10のSH 14のSH 17のSH 28のSH
漁協自体 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◯ ◎
観賞用漁業部会、サンゴ養殖研究班 ◎ ◎ ◎ ◎
潜水部会（主として青年部所属） ◎ 海中清掃など 海中清掃など ◎
観光部会 ◎ ◎
定置網，刺し網漁業者 △ ◎
電灯潜り，追い込み漁業者 ◎
採貝・採藻漁業者 ◎ ◎
養殖業者 ◎△ ◎△
電灯潜り漁業者など ◎ ◎

JAおきなわ八重山支店
（組合員）

畑作農家や牧畜農家 △赤土流出 △赤土流出

非組合員 畑作農家や牧畜農家（企業体を含む） △赤土流出 △赤土流出
ダイビングショップ、エコツアーショップ ◎ ◎ 海中清掃 海中清掃 ◎ ◎
　　　マリンレジャー団体に非加盟の業者 ◎△ ◎△ ◎△ ◎△ ◎
アクアリウムショップ ◎ ◎ ◎ ◎
水産物仲買業者，加工業者（刺し身店） ◯
宿泊業者（域内） ◯ ◯ ◯ ◯
土木・建設業者 ◯ △
環境保全団体に協賛する企業（域外） ◯
各集落の公民館、部落会 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
八重山環境ネットワーク
WWFジャパン（サンゴ礁保護研究センター「しらほサンゴ村」） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
NPO法人・石西礁湖サンゴ礁基金 ◎
各SHが連携した環境保全団体
　　　白保魚湧く保全協議会 ◎ ◎ ◎
　　　NPO法人・夏花 ◎ ◎ ◎
　　　わくわくサンゴ石垣島 ◎ ◎ ◎
　　　海ラブネットワーク ◎
　　　アンパルの自然を守る会 ◎ ◎
　　　石垣島沿岸レジャー安全協議会 ◎ ◎
マリンレジャー団体 ◎ ◎ 海中清掃など 海中清掃など ◎ ◎ ◎

エコツーリズム団体
◎

流れ藻利用
◎ ◎ ◎

一般社団法人石垣市観光交流協会 ◯ ◯ ◯ ◯ ◎
寄りサンゴ利用者 ◎
寄り藻利用者 ◎
修学旅行生（域外） ◎ ◯ ◯ ◎
釣り人、潮干狩り者（おかず取りの人） ◎ ◎
観光客（特にダイバーなどマリンレジャー利用） ◎ ◯ ◎
密漁者（魚介類、寄りサンゴなど） × × × × × ×
ゴミ投棄者 × ×

国，県，市 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
石西礁湖自然再生協議会 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◎
　　海域対策ワーキンググループ ◎
　　　　オニヒトデ対策小グループ オニヒトデ駆除 オニヒトデ駆除 ◎
沖縄県海面利用協議会 ◯ ◯ ◎
研究機関 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
教育機関 ◎

◎

住民（域内外）

NGO団体、地域団体

企業・業者

備考：ヒアリング対象者（メイン）と調査日：西海区水産研究所研究員，海上保安庁職員，石垣島エコツーリズム協会会員（2名），アクアリウムショップ店員，市内飲食店，漁協理事（1名），釣り人（以上2013年11月），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　漁業者（3名）・漁協理事，ダイビングショップ店員（3名），コンサルタント会社職員，コンサルタント経営者，地域住民（公民館職員，），農業者（2名），NPO団体理事、沖縄県職員（水産：3名）（以上，2014年12月），NPO団体職員（2015年3月）

藻場・干潟が持つ機能

その他

行政・公共団体

八重山漁協
（組合員）

藻（造礁サンゴ）自体の利用
（供給サービス）

藻場（サンゴ）域における利用
（文化サービス、供給サービス、基盤・調整サービス）

隣接する干潟域における利用
（供給サービス、文化サービス）

環境を保全する機能
観光資源

としての利用

基盤S、調整S

採草対象として 流れ藻・寄り藻
観光資源

としての利用
水産資源
の利用

水産資源
の利用

藻場（サンゴ礁）・干潟の
環境学習・再生活動の場

としての利用
（文化サービス）

供給S

表 2 SHテーブル結果（沖縄・石垣市） 
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で，同じ生態系 S に対してどのような SH が関心

を寄せ，またどのような生態系 Sを利用した活動

を行っているかが比較できる。各サービスを利用

するSH数が多いほどSH同士が競合しやすくなり，

利害調整や合意形成の必要性が高くなるものと考

えられる。 

 よってここでは，SH が利用する藻場周辺域にお

ける生態系 Sの中でも，特に「水産資源供給サー

ビス(S)」に着目して，その地域特性や，漁業者ら 

 

による保全・管理の概要，他 SH からの評価，利用

実態の情報を整理した（表 3）。 

 まず，沿岸域における漁協・漁業者の「管理体

制の強度」（表中①）は，主にヒアリング調査結果

に基づいて比較・判断した結果である。各地域の 

高齢化率は，統計資料『漁業センサス』(2013)の

値を用いた。調査で得られた，漁業者らによる保

全・管理の概要，他の SH の認識，利用実態の情報

を評価した「＋」の数の多寡を基に，地域間の相

表 3 漁業者らによる保全／管理体制の概要と競合度合い 

（藻場周辺の水産資源供給サービス(S)の場合） 

 

北海道・
能取湖

＋＋
＋＋＋
＋＋＋

＋＋＋

強
0.26

（5/19）
弱

東京湾・
横浜

＋＋
＋＋

＋
＋＋

弱
0.32

（14/44）
中

瀬戸内海・
大崎上島

＋＋＋

＋＋
＋＋
＋

中
0.25

（8/32）
弱

沖縄・
石垣島

＋
＋＋＋
＋＋＋
＋＋＋

強
0.59

（27/46）
強

漁業者・漁協による保全・管理の概要
（保全・管理の概要，他のSHの認識，利用実態の情報の整理）

情報
の評価

①漁協・漁業者の
管理体制の強度
（強/中/弱）

※①および②は，あくまでも地域間の「相対比較」の結果である。※高齢化率とは，65歳以上の高齢者人口が占める率のことである。

SH数からみた
競合度合い

（供給S利用SH数÷全
体SH数）

②SH間の
競合度合い
（強/中/弱）

地域

生態的特徴：過去と比べると面積は減少傾向にあるが十分な繁茂（保全の意識は比較的弱い）。
評価：強い管理体制。少し管理を緩めて欲しいと思うほど徹底している。
漁場・漁業の有無：全海域に漁業権が設定されており、漁業・養殖業が盛ん。干潟は一部開放区に設定。
地域コミュニティ：高齢化率20％未満で若い（2013）、地域の歴史は短い（明治以降）。

生態的特徴：過去に一度壊滅。現在保全体制メンバーにより再生中。活動場所では藻場は再生。
評価：SH連携による保全体制メンバーの主要な一員。若年層の活動に一層期待したい（NGO）。
漁場・漁業の有無：現在は漁業権は設定されていない。ただし「資源の育成機能」は利用し、沖合にて成魚の漁獲。
地域コミュニティ：高齢化率44％で比較的若い（2013）、地域の歴史は長い（鎌倉以降）。

生態的特徴：十分な繁茂（管理・保全の意識は弱い）。
評価：管理体制は中程度。周辺海域で藻刈り活動等する際には必ず漁協に許可を得る（石風呂経営者）。
漁場・漁業の有無：大半の藻場域には漁業権が設定されており、主に固定式刺し網の漁場となっている。
地域コミュニティ：高齢化率60％で高齢化進行（2013）、地域の歴史は長い（鎌倉以降）。

生態的特徴：過去と比べると大きく劣化（保全活動が盛ん）。
評価：内閣府主導のSH連携による保全体制の主要メンバー。多様な管理・保全活動。
漁場・漁業の有無：特定海域に漁業権が設定されている。複数漁業・養殖業の主要な漁場となっている。
地域コミュニティ：高齢化率34％で若い（2013）、地域の歴史は短い（明治以降）。

  

北海道・能取湖             東京湾・横浜（金沢八景） 

 

  

瀬戸内海・大崎上島              沖縄・石垣島 

漁協
＆

漁業者
釣り人

潮干狩り

水産資源供給サービス
（藻場周辺の水産資源育成機能）

陸域SHの活動

密漁等

小

陸域SHの活動が
藻場に悪影響を

与えているのではな
いかという懸念

（除草剤の流入など）
強い漁獲利用 レジャー利用 漁獲利用

（違法）

特に漁獲利用
での競合

利用、関心

競合（弱）

懸念

競合（強）

競合規模は不明

陸域SHの活動

大
釣り人

潮干狩り

水産資源供給サービス
（藻場周辺の水産資源育成機能）

レジャー利用水産資源の
育成機能利用

中

競合規模は不明

漁獲利用
（違法）

漁協＆
漁業者

藻場再生
NGO

都市後背部の
住民

保全活動に対する
無関心さを懸念
（保全活動への
理解を求める）

小（漁協・漁業者）

大（NGO）

密漁等

特に漁獲利用
での競合

水産資源供給サービス
（藻場周辺の水産資源育成機能）

鳥類、他地域
のSHの活動

中 小

漁獲利用 レジャー利用

競合規模は不明

釣り人
潮干狩り

漁獲利用
（違法）

水産資源に悪影響を
与えているのではな

いかという懸念

（近年増加した鳥類に
よる魚類捕食など）

密漁等

漁協
&

漁業者

特に漁獲利用
での競合

水産資源供給サービス
（藻場/サンゴ礁の水産資源育成機能）

陸域SHの活動、
他SHの海域で

の活動

大 大

強い漁獲利用 強いレジャー利用 漁獲利用
（違法）

競合規模は不明

浅海域に悪影響を

与えているのではな
いかという懸念

（赤土流入、航路の
開発など）

密漁等

漁協
＆

漁業者

釣り人
ダイビング
おかずとり

等

特に漁獲利用
での競合

図 2 4地域における SH 間の利害構造 
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対的な比較評価（3段階）を行った。次に，「SH 間

の競合度合い」（表中②）は，SH テーブルの「水産

資源供給サービス(S)」を利用する SH 数を，全 SH

数で除した値を「競合度合い」の値とし，その点

数の高低で地域間の相対的な比較評価（3 段階）

を行った。 

 以上の結果を用いて，4 地域の利害構造を表現

したポンチ絵を図 2に示した。このポンチ絵は，

表 3の結果を用い，「強」を「大」，「弱」を「小」

と表現し作成した。能取湖では，漁協・漁業者が

強い管理体制をとっており，他 SH の規模は他地

域と比べると相対的に小さく競合はみられない。 

 東京湾では漁協・漁業者の管理体制は弱く他 SH

との競合がある。ただし漁協・漁業者が属してい

る藻場再生 NPO の管理体制は強く，他 SH との競

合は弱い。大崎上島では漁協・漁業者の管理体制

は中程度であるが，他 SH の規模も相対的に小さ

く競合は弱い。石垣では漁協・漁業者の管理体制

は強いものの，他 SH とは同規模の関係となって

おり，強い競合状態となっている。 

 
4．考察 

4.1 地域特性に応じた保全の方向性 

 以上の結果を基にして，現状をできるだけ正確

に理解したうえで，できるだけ SH 間の競合を減

らし，また各 SH の関心をできるだけ充足させ合

意形成が進むような各地域の保全・管理の方向性

を考察した。 

 能取湖では，主に藻場域の水産資源供給 Sに依

存する SH（漁協や漁業者）の利害が中心となって

いる。そのため，沿岸域管理政策の失敗は漁協，

漁業者の経営弱体化，そして管理の弱体化に繋が

り，より他 SHとの競合を招きやすくなる。そのた

め，前稿にも述べたとおり，当地域においては，

漁協や漁業者を中心としたリスク回避的な保全や

管理の対策が，現状では有効であろう 2)。漁協・

漁業者が行っている保全活動の効果検証や，漁協・

漁業者が有している他 SH に対する懸念の払拭が，

より持続的な体制の維持につながると考えられる。 

 東京湾では，大規模な沿岸生態系の変化を経験

した後，ほぼ全ての機能，サービスが多くの SH に

利用されており，特に他海域に比べて再生活動・

環境学習の場としての利用（文化 S）が多い。漁

協・漁業者は漁業権を放棄しており，漁場内の藻

場の管理体制は弱く，他 SHとの競合がみられる。

しかしながら地元の漁協・漁業者が属している

NPO は，近年活動を活発化させ，また，藻場の再

生・保全だけではなく「江戸前文化」の振興をも

活動の目的としている。その振興のためには，水

産資源の育成機能を利用し，東京湾内の生態的知

識を多く有している漁協・漁業者は重要な SH で

あり，今後はその積極的な参加は不可欠であろう。 

 NPO が懸念を示す通り，特に若手の漁業者が積

極的に参加することができる体制づくりが望まし

い。また，競合状態にある海レクとも連携した活

動を行うことができれば，SH 間の競合解消や SH

間の懸念の払拭，そしてより多くの機能を包括し

た沿岸域の一括的な管理体制の構築につながると

考える。NPO が懸念を示していた後背部の住民の

無関心に対しては，活動の積極的な周知・広報を

行うなど，住民に対する認知や受容を図っていく

ことが必要であり，そこには行政の支援・協働も

望まれる。 

 大崎上島では，沿岸域の幅広い機能・サービス

が満遍なく同程度の割合で利用されているという

特徴がある。現状では他 SH との弱い競合はある

ものの，漁協・漁業者による中程度の管理体制が

とられている。しかし当地域は，北海道能取湖と

は異なり，過疎化・高齢化が顕著に進行しており，

今後，保全体制の弱体化と地域文化の衰退が危惧

される。保全体制の弱体化は，SH間の競合増加に

つながり，競合の増加は，周辺の社会構造の毀損
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へ影響してしまう可能性がある。 

 今後の保全・管理は 2つの方向性が考えられる

だろう。1 つは，外部地域等から積極的に漁業関

係の新規参入者（新規の就業者や着業者など）を

受け入れ，漁協・漁業者による強固な管理体制を

維持していく方向性である。2 つは，漁協・漁業

者を含む多様なサービス利用を行う SHが連携し，

互いの懸念の払拭や競合解消に貢献できるように，

沿岸域の機能やサービス全体を地域で一括的に管

理する体制を構築する方向性である。 

 石垣では，沿岸域の全機能・サービスが利用さ

れているが，特に供給 S，文化 S（観光，環境学習）

を享受する SHが多く，またその規模も大きい。利

害関係の構造を考慮にいれると，伝統的な資源供

給 S 利用を重視する SH（特に漁協・漁業者）と，

文化 S利用を重視する比較的新規の SH（ダイビン

グ，環境学習など）の考え方が並立している。今

後は，この考えの一本化や折衷の検討など，並立

する SH 間の考えに折り合いをつけるための議論

が必要であると考える。 

 ヒアリングでは，漁業者から「環境や観光だけ

ではなく，漁業も重要な活動である。」という意見

があった。また 2016年のヒアリングでは，漁業者

から，サンゴ白化現象と台風の関係についての知

識が示された。漁業者は，長年の経験から培った，

このような沿岸域の生態的知識 27)を多く有して

いる。漁協・漁業者の，積極的な保全組織への参

加を促す取り組みこそが，今後の沿岸域の保全や

そのあり方を考える上で重要であろう。 

 石垣では，漁業者・漁協の管理体制は強いもの

の，他 SH との競合の度合いもまた強い。ヒアリン

グでは，「参入規制が緩いため，海の過剰利用につ

ながっているのでは」という意見があった。この

意見を考慮に入れ図 2（石垣）を見ると，各 SH が

生態系 S利用に対して「競い合い」を行っている

とも推察される。ある海域の「資源量」等に規定

されるように，生態系 Sの総量は有限であること

に鑑みても，他地域以上に，きめ細やかな関心の

汲み取りや懸念の払拭，行政等による SH 間の利 

害調整（参入規制に関するルールづくりの議論な

ど）が必要となる。また，SH 間での共通認識を築

くためにも，科学が客観的な知見を十分に提示す

ることが重要である。 

 

4.2 まとめと今後の課題 

 本研究では，地域によって「生態系の構造と機

能」が異なることが示された。能取湖では，藻場

の面積が近年減少傾向にあるものの，他地域に比

べると，周辺生態系は比較的に良好な状態が維持

されてきている。大崎上島も同様の状態である。

対して東京湾・横浜（金沢八景）および沖縄・石

垣島は，現在，再生・保全活動が盛んに行われて

おり，過去に起こった周辺生態系の劣化からの回

復・再生途上にある地域として位置づけることが

できる。 

 同様に「生態系サービスの利用形態」も地域に

より異なることがわかった。各地域で，SH の数，

SH が利用する生態系サービス，SH が関心を示す

機能，そして利害関係の構造は異なっていた。生

態系の構造と，各 SH が享受する生態系サービス

の大きさや種類の違いが，各地域における利害関

係の構造や社会・文化の違いを生み出していると

も考えられる。 

 本研究では，特に「水産資源供給 S」に着目し

た論考を行った。「4.1 地域特性に応じた保全の方

向性の考察」では,全ての地域で共通して,SHの中

でも特に漁業者・漁協の保全・管理への関与に言

及をすることができた。特に,周辺生態系の劣化か

らの回復・再生途上にある 2地域（横浜・石垣）

では，共通して，漁業者・漁協の積極的な保全体

制への参加や関与が重要であることを指摘するこ

とができた。 
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 今後各地で沿岸域生態系の保全や，望ましい保

全体制のあり方について議論する場合には，上記

のような地域特性を踏まえた情報収集や体制整備，

利害調整，計画立案と合意形成を進めることが重

要と考えられる。さらに，望ましい保全のあり方

は，自然環境や社会環境の変化，そしてそれに伴

う地域特性の変化に応じて順応的に変更していく

ことが必要である。特に気候変動や経済グローバ

ル化，人口減少などの変化を前提とした地域特性

の理解が重要であろう。 

 図 3は，本研究で分析した 4地域の社会的な特

徴（横軸）と生態系の特徴（縦軸）の関係につい

て，概念的な集約を試みた結果である。左図は，

4海域の緯度（縦軸）と生態系 S利用の多様性（横

軸）の関係を示している。緯度が下がるほど生態

系 S利用も多様となる。なお「生態系 S利用の多

様性」とは，SH テーブル結果を得点化した際の，

SH による生態系機能の利用割合のことである。右

図は，生態系の変化の程度（縦軸）と生態系 Sの

利用形態の変化の程度（横軸）を整理した。生態

系とその利用形態が大きく変わった海域（東京湾・

横浜），大きな変化が現在生じつつある海域（石垣），

今後の変化が予想されている海域（大崎上島），現

状の維持が想定される海域（能取湖）である。い

ずれの図も，社会的な特徴と生態系の特徴との間

に，一定の傾向がみてとれる。今後，さらに事例 

 

研究を積み重ね，社会系と生態系の多様な関係を

分析することによって，沿岸域の「地域特性」と

その保全に関する一般的な理解を模索する試み 28）

へも貢献が可能となろう。 
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図 3 緯度と生態系 S利用形態の多様さ(左)，生態系の変化と利用形態の変化の関係(右) 

（本研究の結果に対する，試行作業の結果として提示） 
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Stakeholder Analysis for the comparison of the interests structures 
around coastal areas 

 
Hidetomo TAJIMA and Mitsutaku MAKINO 

ABSTRACT:  
Optimal ways of management around coastal areas are different in each area, because of their 
ecosystem and their culture. So, it is important to take the difference of the property in each areas 
into account when we manage coastal areas and we promote social communities. We investigated 
the structure of the interests around coastal areas in Notoro Lake , Yokohama Tokyo-bay , 
Osakikamishima Island in Hiroshima , Ishigakijima Island in Okinawa as typical objections to 
compare their structures. Each ecosystem services have regional difference, and there are some 
competitive relationship with other stakeholders in four areas. Many stakeholders used food supply 
service of the eelgrass beds in Notoro Lake area, and there are many stakeholders using various 
services of coral reef in Ishigakijima Island area. In addition, there are weak conflicts between 
stakeholders in Notoro Lake, because of the strong management regime by fisher mainly for 
fisheries resource conservation (spawning/nursery ground, sheltering). On the other hand, there are 
relatively strong conflicts between stakeholders in Ishigakijima Island because of using various 
services on large-scales (food supply services , cultural services , etc). We concluded the optimal 
ways of management around coastal areas are different. 
 
KEYWORDS :  
Stakeholder Analysis，coastal areas，consensus building，management policy，ecosystem services
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